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国際労働法規である ILO169号条約が規定する先住
民種族民の基本的権利の保護と差別の除去に関して，
国際機関の取組みと各国の活動状況を明らかにする。
これと併せて我が国の現状を比較検討して，今後の課
題を提示することを目的としている。本稿では国際労
働機関が ILO169号条約の具体的な適用に関して作成
した手続き1）を踏まえて，差別除去と権利保護の実際
的な手順を検討しつつ，そこでの知見から我が国の現
況について歴史的な評価と法理論的な分析を加え，問
題の全体像の解明を試みる。
世界中で根深い差別が先住民と支配的な社会集団の
間で国境の内部に存在する。ILO169号条約と国連宣
言は，各国政府に対し先住民の基本的な権利を保障す
るよう求めるとともに，先住民社会と協働して，保
健，教育，雇用などの差異に基づく結果の不平等に起
因する差別と合わせて，政府の機構や計画の意思決定
における先住民の参加と言った統治の過程における不
平等に起因する差別もなくしていくことを求めてい
る。
これらの目的を達成するために，条約は以下の三点
の必要性を指摘している。a）「調整された体系的な行
動（coordinated and systematic action）」これは部門
や計画の全体を通して政府機構の中に先住民の権利を
統合することを保障するものである。b）「すべての
基本的権利（all fundamental rights）」一般市民に与
えられているものと同様の基本的権利のすべてを先住
民が必ず享受することを再確認する。c）「特別な施策
（special measures）」差別を除去するための特別な施
策を実施する2）。
1．調整された体系的な行動
このような先住民の状況は，先住民の暮らしのすべ
ての側面に影響を与えてきた歴史的な差別の過程の結
果であり，それは多くの部門に亘り，行政の範囲や組
織機構を越えている。これは先住民の権利と福祉に関
係する諸問題を扱う ILO169号条約の広範な適用範囲
を映すものである。条約は各国政府に対しそのすべて＊専修大学商学部教授
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の条項が完全に実施されることを保障するために「調
整された体系的な行動」に着手することを明示的に求
めている。これは条約2条を反映したものである。条
約2条は以下の通りである。
第2条　1．政府は，関係人民の参加を得て，これら
の人民の権利を保護し，及びこれら人民の元の状態を
保障するため調整され，かつ，組織された活動を進展
することについて責任を有する。
2．当該活動には，次の措置を含む。
（a）これら人民の構成員が，平等の立場で，国内法
令により当該住民のうちの他の構成員が保証され
ている権利及び機会から利益を得ることができる
よう確保すること。
（b）これら人民の社会的及び文化的独自性，慣
習，伝統並びに制度を尊重して，その社会的，経
済的及び文化的権利の十分な実現を促進するこ
と。
（c）原住民とその国の共同社会の他の構成員との間
に存在しうる社会経済的格差を除去するため，関
係人民の構成員をその希望及び生活方法と適合す
る方法によって，援助すること。
（1）協議と参加
条約2条は「政府の行動の目的」を定めており，権
利と機会の平等を保障し，先住民と社会の他の構成員
との間に存在する社会的・経済的な格差を除去すると
ともに，先住民の持つ特別な権利や要求，意欲なども
尊重するとしている。実際には「調整された体系的な
行動」は，先住民の権利に関する諸規定と関連する立
法，政策，計画，及びプロジェクトに対する包括的な
精査と改訂の着手を意味している。同様に，先住民の
状況を継続的に評価する適切な監査機構の設立も含ま
れる。このようなすべての行動は，先住民の参加とそ
の社会的文化的独自性，伝統，制度，意思及び生活様
式などに対する当然の尊敬とともに，着手されるもの
としている。「調整された体系的な行動」に関する諸
規定は自ずと「協議と参加」に関するそれと関連す
る。
ILO の監視機構は，「調整された体系的な行動」が
「先住民に大きな影響を与えている深く居座った耐久
性の強い不平等に打ち勝つ鍵である」と強調してい
る3）。これは非常に重要なメッセージである。それは
先住民の権利が，社会の他の一般の人々に対するより
も多くの特権や利益を供与するものだと言う「誤った
解釈」がなされることがあるからである。反対に，先
住民の権利を認めることは，当該国の社会で同じ立場
に立って先住民が参加し利益を得るための必須の条件
であり，そのことが差別を除去して行く手段となる。
169号条約の採択，2007年の先住民の権利に関する
国連宣言の採択を通じて，適切な手段と履行の制度に
よって「先住民の権利を実際の現実に転換する」ため
の挑戦が求められていることは，一般に理解されてい
る。169号条約は，この過程を導く明確な履行に関す
る一連の規定を定めている。一般的なところでは，
ILO の監視機構は「調整された体系的な行動」に関す
る条約2条を「適切な組織と制度の設定」に関する条
約33条と合わせて読むことの必要性を強調することが
多い。条約33条は次の通りである。
第33条　1．この条約に定める事項について責任を
有する政府当局は，関係人民に影響する計画を執行す
るための機関又は他の適切な機構が存在することを確
保し，また，これらに付託された機能の適切な実現に
必要な手段を関係人民が持つことを確保する。
2．1．の計画には，次のことを含むものとする。
（a）関係人民と協力して行う，この条約に規定する
措置の立案，調整，実施及び評価
（b）関係人民と協力して行う，権限ある機関に対
する立法その他の措置の提案及び取られた措置の
適用の監督
（2）政府の責務
条約2条及び33条を合わせて読むと，政府は先住民
及び種族民の参加の下に「調整された体系的な行動」
を発展させ，「先住民，種族民の権利の保護と保全を
保障する責務」があると解され，条約が提言している
施策の計画から評価までのすべての段階を対象とし
て，先住民，種族民との協力のもとに，プログラムを
管理するための適切な機関やその他の制度が作られる
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べきであると解される4）。
適切な財源に関する規定と同じく，条約はこのよう
な機関と制度にかかる計画，調整，執行，監査そして
評価のすべてに先住民の参加が極めて重要であると強
調している。
「先住民の権利に関する国連宣言」（UN Declaration 
on the Rights of Indigenous Peoples）も同様の政府の
責務に関する規定を置いている。宣言8条，15条，38
条は以下のように規定している。
第8条　2．国は，次の行為の防止及び救済のための
効果的な措置を講じなければならない。（a）独自の民
族としての一体性又はその文化的価値若しくは民族的
アイデンティティを奪う目的又は効果を有するあらゆ
る行為。（b）先住民族の土地，領域又は資源をはく
奪する目的又は効果を有するあらゆる行為。（c）先住
民族の権利を侵害し，又は損なう目的又は効果を有す
るあらゆる形態の強制的な人口移動。（d）あらゆる
形態の強制的な同化又は統合。（e）先住民族に対する
人種的又は民族的差別の助長又は扇動を意図するあら
ゆる形態の宣伝。
第15条　2．国は，関係する先住民族との協議及び
協力に基づき，偏見と闘い，差別を撤廃し，並びに先
住民族及び社会の他のすべての構成員の間の寛容，理
解及び善隣関係を促進するため，効果的な措置をとら
なければならない。
第38条　国は，先住民族と協議及び協力して，この
宣言の目的を達成するため，立法措置を含む適当な措
置を取らなければならない。
（3）国連特別調査委員会と常設フォーラム
「先住民の人権と基本的自由の状況に関する国連特
別調査委員会」は，適切な立法措置を求める国連宣言
第38条の趣旨に沿って，国内での新規の立法または現
行法の改正を通じて，同宣言の適用が正常になされ，
また促進されるものとしている。さらに新たな通常の
規制の枠組みが求められる。それは多くの国で施行さ
れている枠組みがすでに欠缺を抱え不充分なものに
なっているからである。特別調査委員会は，一般に宣
言が求めている法的制度的な変革が充分に取組まれて
おらず，多くの国は単に特定の「先住民立法」を定め
るに止まっていることを懸念しており，「重要分野で
の広範な法制度の改革」が行われることを期待してい
る5）。
先住民問題に対する関心が強まっていることを受け
て，2000年に経済社会理事会の補助機関として「先住
民問題に関する常設フォーラム（Permanent Forum 
on Indigenous Issues）」6）が設置された。フォーラム
は政府専門家8名と先住民専門家8名の計16人の専門家
で構成される。先住民問題について経済社会理事会に
助言し，国連の関連した活動を調整し，また経済社会
開発，文化，教育，環境，健康，人権など，先住民族
の関心事項について審議する。
フォーラムは，経済社会開発，文化，教育，環境，
保健，人権に関連する先住民問題を審議し，専門的な
アドバイスや勧告を理事会に行い，また理事会を通し
て，国連の計画や基金，各種機関に助言や勧告を行
う。フォーラムは先住民についての理解を深め，国連
システムの中で先住民問題に関連した活動の統合と調
整を行い，先住民に関する情報を配布する。また，ミ
レニアム開発目標が達成されるような形で，先住民問
題が取り上げられる方法にも取組んでいる。これは，
実際に，多くの国では，先住民社会に注意を払うこと
が，2015年までに最も貧しい人々の数を半減させると
いう目標の達成に，直接つながっているからである。
2．基本的権利
（1）基本的権利の確認
基本的権利は，人種，民族，性別，宗教，階層と同
じく先住民の系統やアイデンティティに関係なく，何
人もその出生に始まり奪うことのできない生来の人権
である。先住民も，同様にすべての人権と基本的な自
由を享受する。これらの基礎となる権利には，市民権
や健康，教育に関する権利などと同様に，自由と平等
に関する権利も含まれている。この基本的権利は男女
平等に適用される。先住民が基本的人権を享受すべき
であることは言うまでもない。しかし，不運なことに
先住民の歴史は，大抵，集団殺戮と民族文化の徹底的
破壊，差別，強制労働によって特徴付けられている。
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しかも，多くの場合，先住民の基本的人権の侵害は今
も続いている。現下の基本的人権の侵害は市民権の拒
絶，拘束労働，人身売買，教育や保健サービスの利用
制限などの形態を取っていることが多い。男性に比し
て女性の方が人権侵害の影響をより多く受けている。
条約3条及び4条（3）は以下のように規定している7）。
第3条　1．原住民及び種族民は，妨害され又差別さ
れることなく，十分な人権及び基本的自由を享受す
る。条約は，これらの人民の男女の構成員について差
別なしに適用される
2．いかなる形態の暴力及び強制も，関係人民の人
権及び基本的自由（この条約に規定する諸権利を含
む。）を侵害して用いてはならない。
第4条（3）その特別措置は，一般市民権を差別なく
享受することをなんら害するものであってはならな
い。
（2）労働基本権
「労働における基本原則と権利に関する ILO 宣言」
は，以下の四つのカテゴリーを列挙している。
（a）結社の自由と団体交渉権の実効性のある承認
（b）あらゆる形態の強行的又は強制的労働の排除
（c）児童労働の実効性のある撤廃
（d）雇用及び職業における差別の排除
同宣言は，また「当該条約を批准していない加盟国
も含めてすべての加盟国が，加盟の事実そのものから
生じる義務として，ILO 条約が主題としている基本的
権利に関する諸原則を尊重し，この宣言にそって誠実
にこれを促進し，実現しなければならない」と宣明し
ている。169号条約20条（2）はこれらの基本的権利を
補強している8）。
第20条（2）政府は，関係人民に属する労働者及び
他の労働者との間のすべての差別待遇を防止するた
め，可能なあらゆることを行うものとし，特に，次の
事項に関して努力する。
（a）雇入れ（熟練労働への雇入れを含む）並びに昇
進及び昇格のための措置
（b）同一価値の労働に対する同一賃金
（c）医療扶助，社会扶助，職業上の安全及び健康，
すべての社会保障給付，他の職業に関連する給付
並びに住宅
（d）団結権，すべての合法的組合活動の自由及び
使用者又は使用者団体との労働協約の締結権
（3）人権と基本的自由の享受
「国連先住民の権利宣言」（2007年9月13日採択 A/
RES/61/295）も以下の条項を含む人権と基本的自由
を享受する先住民の権利を特に重視している。
第1条（集団及び個人としての人権の享有）
先住民は，集団又は個人として，国際連合憲章，世
界人権宣言及び国際人権法に認められたすべての人権
と基本的自由の十分な享受に対する権利を有する。
第2条（平等の原則，差別からの自由）
先住民及び個人は，自由であり，かつ他のすべての
民族及び個人と平等であり，さらに，自らの権利の行
使において，いかなる種類の差別からも，特に先住民
としての出自あるいはアイデンティティ（帰属意識）
に基づく差別からも自由である権利を有する。
第6条（国籍に対する権利）
すべての先住民である個人は，国籍／民族籍に対す
る権利を有する。
第7条（生命，身体の自由と安全）
1．先住民である個人は，生命，身体及び精神的一
体性，自由並びに安全に対する権利を有する。
2．先住民は，独自の民族として自由，平和及び安
全のうちに生活する集団的権利を有し，集団から別の
集団への子どもの強制的引き離し，ジェノサイド（特
定の集団を対象とした大量虐殺）又は他のあらゆる暴
力行為にさらされてはならない。
（4）国連人権理事会と先住民に対する特別機構　
国連人権理事会（HRC）は，2006年の国連改革
で，過去60年続いた人権委員会を格上げする形で創設
された。従来の人権委員会は，国連経済社会理事会の
下部機関の位置付けであったが，新設の人権理事会
は，総会の下部機関となった。定例の理事会は毎年3
月，6月，9月に開かれ，政府などによる人権侵害が確
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認されれば，改善を求める勧告を出す。
人権理事会の前身である国連人権委員会では，特定
の国家を取り上げることに対して，主権侵害や恣意的
といった批判がなされた。その一方で，政府のロビー
活動によって人権侵害の審査が阻止されることもあっ
た。そこで，人権理事会では，国連全加盟193カ国を
対象に，順繰りで審査を行う「普遍的定期的審査」 
（UPR）を導入した。
国連は，国際条約の締結国に対し条約の内容に照ら
して，遵守されていない点などを改善するよう勧告を
行っている。勧告は法的拘束力や罰則規定はないが，
定期的に国際社会に公表することで，当事国に改善を
促す効果が期待できる9）。
国連内部において人権理事会は，すべての人々に対
する人権と基本的自由を扱っている。人権理事会の任
務は，人権保護に対する一般の関心を高め，全体的か
つ組織的な人権侵害を含む，人権侵害の状況を指摘
し，その上で，勧告を行う。国連の先住民に特化した
多くのプロセスを人権理事会が管轄することになって
いる。これらの中には，先住民の人権と基本的自由に
関する「特別調査委員会 Special Raporteur」（SR），
及び「先住民の権利に関する専門家機構 Exper t 
Mechanism on the rights of Indigenous Peoples」
（EMRIP）があり，人権理事会を補佐している。
EMRIP は，先住民の人権を促進し保護する国際基
準を開発し大きな流れにして行くための最良の手法に
関する研究と調査に基づく勧告を行うことを目的とし
て，2007年12月に設立された。この機構の専門家は，
先住民の権利の促進と保護に対する障碍，及びこのた
めの最良の施策を審査し評価する中で，先住民の権利
の実現を保証する手段を示していく。EMRIP は，こ
のような作業について毎年，人権理事会に報告を行
う。
また，国連の特別調査委員会（SR）は，以下のよ
うな委任を受けている10）。
・先住民の人権と基本的自由を完全かつ効果的に保護
する上での障碍を克服するための方法と手段を検討
する。
・先住民の人権と基本的自由に対する侵害の疑いに関
して，すべての関連箇所から情報を収受，交換，要
求し連絡を取り合う。
・先住民の人権と基本的自由の侵害に対する救済と回
避のための適切な手段と行動に関する勧告と提案を
構想する。
　このような委任を遂行するにあたって，特別調査委
員会（SR）は，以下のことを実施する。
・先住民の権利の保護と促進に関わる特別な重要性に
ついての個々の項目や状況についての年次報告の提
示。
・当該国における現地調査。
・先住民の権利侵害の疑いに関する政府との情報交
換。
・特別調査委員会報告にある勧告の追跡調査活動の実
施。
3．特別な措置
（1）ILO 条約における特別な措置
先住民，種族民の権利の認識と保護の欠如ととも
に，差別と排除の歴史的な経緯を通じて引き起こされ
た不平等により，彼らが不利益な立場に置かれている
場合，このような状況を克服するための特別な措置
（special measures）が求められる。このことは以下の
169号条約4条を反映したものである。
第4条　1　関係人民の人身，制度，財産，労働，文
化及び環境を保護するため，適当な場合には，特別な
措置をとる。
2　その特別な措置は，関係人民の自由に表明され
た希望に反してはならない。
3　その特別な措置は，一般市民権を差別なく享受
することをなんら害するものであってはならない。
条約4条の定める特別な措置に関する一般的な規定
に加えて，特別な措置の促進に関する特定の条項が多
く存在する。例えば，環境（7条4項），土地の保護
（14条2項），雇用（20条），健康（25条 s），教育（28
条）などがある。条文の内容は以下の通りである。
第7条　4　政府は，関係人民と協力して，これらの
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人民が居住する地域の環境を保護し及び維持する措置
をとる。
第14条　2　政府は，必要な場合には，関係人民が
伝統的に占有する土地を確認し並びにその所有権及び
占有権の効果的な保護を保証するための措置をとる。
第20条　1　政府は，国内法令の枠内において，及
び関係人民の協力を得て，これらの人民に属する労働
者の募集及び雇用条件について，労働者一般について
適用する法律によりこれらの人民が有効に保護されて
いない範囲内で，その有効な保護を確保するため，特
別な措置をとるものとする。
2　政府は，関係人民に属する労働者及び他の労働
者との間のすべての差別待遇を防止するため，可能な
あらゆることを行うものとし，特に，次の事項に関し
て努力する。
（a）雇入れ（熟練労働への雇入れを含む。）並びに
昇進及び昇格のための措置
（b）同一価値の労働に対する同一賃金
（c）医療扶助，社会扶助，職業上の安全及び健康，
すべての社会保障給付，他の職業に関連する給付
並びに住宅
（d）団結権，すべての合法的組合活動の自由及び
使用者又は使用者団体との労働協約の締結権
3　とられる措置には，次のことを確保する措置を
含む。
（a）関係人民に属する労働者（農業及び他の産業の
雇用における季節労働者，臨時の労働者，移民の
労働者及び労働請負業者によって雇われた者を含
む。）が，同じ部門における他の同様の労働者に
対して国内法及び慣行により与えられる保護を受
けること並びに労働立法に基づき自己の権利及び
利用できる救済の手段について十分に知らされる
こと。
（b）関係人民に属する労働者が特に殺虫剤又は他
の有毒物質にさらされることによって健康を害す
る労働条件のもとに置かれないこと。
（c）これらの人民に属する労働者が強制的な募集方
法（強制労働及び他の形態の債務労役を含む。）
に服せられるべきでないこと。
（d）これらの人民に属する労働者が雇用における
男女間の均等な機会及び待遇並びに性的いやがら
せからの保護を受けること。
4　関係人民に属する労働者が賃金の支払われる雇
用に就いている地域において，この部の規定を遵守す
る。
第25条　1　政府は，関係人民が達成可能な最高の
肉体的及び精神的な健康水準を享受できるよう，これ
らの人民が適当な保健サービスを利用できることを確
保するものとし，又は，自己の責任と管理の下で，こ
れらの人民が当該サービスを計画し，供与するための
資源を提供する。
2　保健サービスは，可能な範囲において，地域社
会を基盤とする。これらのサービスは，関係人民の協
力を得て，計画し，運営し，並びにその伝統的な予防
措置，治療方法及び薬剤とともにその経済的，地理
的，社会的及び文化的条件を考慮する。
3　保健医療制度は，地域社会の保健医療労働者の
訓練及び雇用を優先するものとし，他のレベルの健康
医療サービスと強い関連を維持しつつ，プライマ
リー・ヘルス・ケアに焦点を置く。
4　当該保健サービスの提供は，国の社会的，経済
的及び文化的措置と調整される。
第28条　1　関係人民に属する児童は，実行可能な
場合にはいつでも，関係人民自身の固有の言語又はそ
の属する集団が最も普通に使用する言語で，読み書き
を教えられる。これが実行可能でない場合には，権限
のある機関は，この目的を達成する措置を採用するた
めにこれらの人民と協議する。
2　これらの人民がその国の国語を又は公用語の一
つを自由に操れるようになるための機会を有すること
を確保するため適切な措置をとる。
3　関係人民の固有の言語を保存し，その発展及び
活用を促進するための措置をとる。
追加的な権利や特権を重ねることよりも，この条約
の下で，先住民の制度，財産，就労，文化及び環境を
保護する特別な措置が適法とされ要請されていくこと
が大切である。それは，特別な措置の究極の目標が，
他と同様に，先住民がすべての人権を享受することを
保障する事にあるからである。特別な措置は，国民の
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中の先住民でない部分に対する差別であると考えては
ならない。職業や雇用における差別について定める
ILO111号条約は5条1項において，ILO 総会で採択さ
れた他の条約，勧告が定める保護や援助の特別な措置
は，差別であると見做してはならないと定めている。
（2）国際人権法における特別な措置
国際人権法は，国際的に認められた人権に対する尊
重，保護及び実現を各国に義務付けている。この条約
において構想されている特別な措置は，この文脈の中
で特に重要である。
効果的に平等を達成すること目的とした特別な措
置，例えば先住民，種族民の公務への雇用を平等に確
保するための割当て制は，一旦その目標が達成された
時点で，終了されるべきである。一方で，先住民の文
化，環境及び土地に対する権利などを保護する措置
は，積極的に継続される必要がある。
国際人権規約（市民的及び政治的権利に関する国際
規約）は，世界人権宣言の内容を基礎として条約化し
た最も基本的かつ包括的なものであり，1966年の第21
回国連総会で採択され1971年に発効した。社会権規約
を A 規約，自由権規約を B 規約と呼び，日本は1979
年に批准している。
「自由権規約（B 規約）」27条は，種族的，宗教的又
は言語的少数民族が存在する国において，当該少数民
族に属する者は，その集団の他の構成員とともに自己
の文化を享有し，自己の宗教を信仰しかつ実践し又は
自己の言語を使用する権利を否定されない，と定めて
いる。
自由権規約人権委員会（UN Human Rights Com-
mittee）は，自由権規約28条に基づき，同規約の実施
を監督するために設置され，1976年から活動を開始し
た国連の機関である。人権理事会（UN Commission 
of Human Rights）とは別の組織である。
自由権規約委員会は自由権規約27条に関する一般的
意見23号において，次のように述べている。国家の当
事者には，27条の規定する権利の存在と行使を，その
否定と違反から保護することを保障する義務が課され
ている。それ故，立法，司法，行政の各機関のいずれ
であっても，政府の機関自身の行為だけでなく，国家
機関内部にいるその他の者の行為からも，積極的な保
護の措置が求められる。
自由権規約委員会は，また，次のように述べてい
る。27条で保障された権利の享受を妨げ或いは毀損す
る諸条件の改善を目的とした措置である限り，合理的
かつ客観的な基準に沿うものであれば，規約の下でこ
れらの措置は合法的な差異を構成する11）。
4．実施のための重要施策
国際労働機関は ILO169号条約実施のための重要施
策において，次の二つの全体的な目標を提示してい
る。
・差別を克服し，先住民の利益を自国内において平等
に享受する。
・先住民が社会的文化的なアイデンティティ，慣習，
伝統，制度をその独自の強い希望に沿って発展させ
ることを保障する。
従って，条約はここで示された実施メカニズムの二
重性を反映している。このメカニズムは，次のことを
目指している。
・自国内の社会において，先住民が権利と公益事業に
等しくアクセスすること，及び，先住民に対する懸
念がすべての部門で共有されること，がともに確保
されていること（包摂 mainstreaming）。
・先住民に対する排除（marginalization）と差別を克
服し，その特別なニーズ，権利及び意向に対応する
こと12）。
（1）適切な実施の確保
適切な実施を確保するための施策の重要な要素は，
次の通りである。
・協調された体系的な行動～先住民の人々に対応した
責務を負う種々の政府機関の結束性を確保する。
・適切な制度及び機関の設置～その機能を十分に発揮
するために必要な財源を伴っている。
・特別な措置の展開～先住民の人々の人格，制度，財
産，労働，文化及び環境を保護する。
・制度化された機関の設置～計画，調整，実行及び評
価を含む実施のすべての段階で先住民の人々との適
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切な協議とその参加を保障する。
（2）並行した相補的な措置
適切な実施にあたって，協調された体系的な行動
は，より長期の行程となる。そこでは以下のような同
時進行的でかつ相補的な措置の実施が求められる。
・既存の立法，政策，計画の注意深い分析と修正～す
べての部門で関連する人々との協議を通じて169号
条約と矛盾しないことを保障する。
・新たな立法及び規則の制定～必要な場合，169号条
約の規定が実効性を保てるよう協議を重ねる。
・先住民の人々の権利行使を促進するための特別な機
関の設置～特に多くの先住民人口を擁する諸国で
は，統治の段階，部門を横断した調整のための機関
の設置が求められる。
・統治のすべての段階で先住民の人々が立案決定に参
加するための常設機関の設置～この中には，このた
めの措置に関する計画，実施，監視及び報告が含ま
れる。
・実施のための行程表と優先順位の確立～協力を促し
対立のリスクを極小化することを目的にしている。
・必要とされる財源の割り当て～特別な活動と部門を
横断した中心的な活動との両方に財源を割り当て
る。
・意思決定者，政府職員，判事，報道，同じく一般大
衆に対する注意喚起，地域及び先住民の代表に対す
る訓練及び能力育成。
5．各国の調整された体系的な行動への取り組み
（1）メキシコ：永続的な不平等の克服
2004−5年度において，ILO の監視機構はメキシコ
に関する一連の169号条約の未実施に関する陳述を処
理した。改革に関するいくつかの規定が，先住民の
人々やその社会を認識する基準といった規制事項に関
する権限を，連合体に委譲することがあるにしても，
専門家委員会は，条約2条の重要性を強調するととも
に，関係する人々の参加の下に，先住民の人々を保護
するための調整された体系的な行動を確保する必要な
措置を政府に求めた。また，関連する立法及び行政の
措置を実施する場合，連邦政府及び州議会の両方のレ
ベルで，条約の定める権利を最低限の一般的な標準と
して保障することも求めている13）。
また，専門家委員会は，メキシコにある一般的な差
別の枠組み及び，基本的に先住民の人々の社会経済的
な状況が一般の国民よりも劣ることについて言及し，
このような状況を終わらせるために特別の努力を政府
に求めるとともに，この仕事こそが169号条約を批准
した際に政府が受け入れたものであることを強調し
た。
専門家委員会は，さらに政府が先住民の人々の平等
を達成するために作成した複数のプログラムについて
言及し，効果的な統合のための政策を達成するために
は個々のプランの数を増やすだけでは十分でないこと
を強調している。政府が構想している複数のプログラ
ムの間に補足的な性質と協調があるのかは，完全には
明らかになっていない。
専門家委員会は，先住民の人々に影響を与える深く
根付いた永続する不平等を克服する鍵が，調整された
体系的な行動に関する169号条約2条の全面的かつ効果
的な適用であることを強調している。それ故，専門家
委員会は，関係する人々を対象とする種々の開発計画
やプログラムを策定する場合，政府に対して，先住民
の人々の全面的な参加を通じて，それらが調整された
体系的な行動の範囲内にあることを求めている14）。
（2）ボリビア：参加の促進と活性化・統合
2004年に，ボリビア政府は専門家委員会に対し，先
住民の発展のための支援が大きく分散している文脈の
中で，基礎的な側面と国家における先住民の民主化に
焦点を当てた構造的なアプローチが開発されている，
と報告を行った。2003年に，先住民問題の主導的国家
機関として，先住民と先住民行政に責任を持つ官庁
（MAIPO）が創設された。この官庁は先住民に関連す
るプロジェクト，計画，政策，基準の準備と実施を確
保する責任を持つ。もっとも，鉱山局のように権限の
ある領域で先住民問題と関連するプロジェクトを管理
する他の官庁もある。
政府は，先住民の人々の参加を促進するために，政
府側6名，先住民側6名の代表から構成される審議会を
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設置した。この審議会は，不定期に開催され，政府側
及び先住民側とも一定の輪番で委員が交代することに
なっている。しかし，審議会の活性化と統合が優先さ
れると政府は述べている。
専門家委員会は，参加と協議のための機関の不定期
での開催に懸念を示し，169号条約が求める，すべて
の段階での対話の達成が，紛争の回避と開発の包括的
なモデルの構築に役立つことを，強調した。さらに，
専門家委員会は，169号条約の適用に関する基本的な
問題が，立法の不在と同様に，施行の困難にあること
について言及するとともに，政府に対して，計画から
評価にいたるまでの施行のすべての段階で，先住民の
人々の参加を得て，既存のプログラムの調整を達成す
るための努力の倍増を訴えている。
さらに，政府は公共政策に影響を与え続けている排
除と差別の実際（明快さと精密さの欠如，特に適正な
経済開発において）及び関連の立法とその施行につい
て指摘している。1995年の憲法改正は，歴史的に先住
民の人々に影響を与えてきた排除の状態を転換する新
たな実質的可能性を切り開いた。この観点から策定さ
れた特別な措置には，先住民自治地域（DMI）の設
置も含まれていた。しかし，先住民の土地の連続性を
欠いた性格からこれらの措置の実施は，困難に遭遇し
た。政策的な州の区分と先住民の土地との二重の境界
は，領域の輻輳をもたらした。地域の土地に名称を付
与する際も，いつも行政区分に従うという訳ではな
く，公有と私有そして共同体の所有の間の不一致を生
じていた。実現可能性を考慮しない先住民自治地域の
設置は，資源の集中的な配分を損うことになる15）。
（3）ガテマラ：機関横断的な調整と助言
2007年に，専門家委員会は，次の事柄についても言
及している。調整機関（先住民に関する機関横断的な
州の調整）がガテマラで設立され，先住民の人々に関
連する公共政策について調整，助言を行っており，こ
の中には先住民問題に関わる29の州の機関が含まれ
る。また，専門家委員会は以下の事柄についても想起
させている。169号条約2条及び33条は，先住民の人々
の参加を得て，条約が定める施策について構想から評
価の段階まで，調整された体系的な行動を規定してい
る。169号条約は，個別の事例に関する協議を越えた
総合的な協議を強調している。それは，条約の規定の
適用にあたって，体系的で調整されて先住民の人々の
協力の下に実施され，それが条約の目的に沿った適切
な組織，機関を設立して行く段階的な過程の一部を成
すものでなければならない，ということである16）。
（4）アルゼンチン：連邦及び地方レベルでの適切な
制度の開発
アルゼンチンでは，2006年から2007年にかけて169
号条約のより良い適用のための制度的な土台を強化す
る目的でいくつかの取組みが行われた。とりわけ，調
整された体系的な行動（条約2条及び33条）に責任を
持つ機関，及び協議，参加そして代表などの問題に責
任を持つ機関などの取組みが行われた。
この文脈から，先住民の参加に関する協議会
（CPI）が設置された。ここでは，169号条約と国内法
との整合をとる際に，先住民の参加を保障することを
その権限に含んでいる。また，この協議会は，地域レ
ベルでの代表の調整のための部局を設置した。第二段
階では，調整協議会を設置し，内務，経済，労働，司
法の省庁及び地方，先住民の人々の代表者から構成さ
れ，先住民の人々の国籍登録を監視し，問題の発見，
解決の優先度の確立，中長期的な全国先住民局
（INAI）の活動計画の策定などを進めることになって
いる。
専門家委員会は，アルゼンチン政府が条約の調整さ
れた体系的な適用のための制度的な基盤を固めつつあ
ることを，関心を持って記述し政府が，条約2条及び
33条に合致して，影響のある公共政策に先住民の人々
の参加を一層拡大するために，制度的な基盤の強化を
遂行する努力に対する期待を表明している。
また，連邦制に関して，専門家委員会は次のように
述べている。
連邦制を深化させる1994年の憲法改正により，一部
権限が地方に移譲され，土地や天然資源に関する規定
などの重要条項の適用に関して，政府は困難があるこ
とを言及しているが，専門家委員会は，先住民の社会
や人々に関する事項に対し優先的に連邦の権限を付与
すべきであると述べている。
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アルゼンチン共和国憲法は，立法過程の中に地方を
取り込むことを定めている。その意味は，この憲法の
中に先住民の人々が考えている最低限の基本的権利が
置かれているとすれば，地方は先住民の社会や人々の
権利を立法の中で高めることに参加できるということ
である。この文脈において，アルゼンチン法の中で国
際条約（169号条約のような）が国内法（憲法31条，
75条22項）に優先することは重要である。
専門家委員会は，国の政府が地方政府や議会に対し
169号条約が定める諸権利を広めるために必要とされ
る段取りを付けていくこと，そして，条約に適合する
立法を地方議会が審議することを保障するために上に
述べた参加を活用することを期待している17）。
6．実践的な適用に関する各国の取組み
（1）ネパール：特別対策本部の設置
ネパールは，2007年に169号条約を批准し，既存の
政府計画や政策の見直しを行い，条約適用のための総
合計画の準備のためにハイレベルの特別対策本部を設
置した。この特別対策本部は，15の省庁の代表者と先
住民の代表者から構成されている。先住民の代表者
は，全国先住民振興基金（NFDIN）及び，ネパール
先住民連盟（NEFIN）から選出されている。
この特別対策本部の主要な目的は以下の通りであ
る。
（a）条約の規定に基づいて政府の責任を明確に認識
する。
（b）政府の施策に関する条約の規定について明確
に認識する。
（c）法的，行政的及び政策的事項の改革の観点から
遂行すべき諸活動を認識する詳細な行動計画を立
案し提示する。この計画を形成する間に先住民の
国民と国の機関が決めた優先事項についての検討
を行う。
（d）中央及び地方のレベルでの実施活動の調整の
ために必要な機構の設立に関する勧告を行う。
特別対策本部は省庁毎に重点施策を定め，先住民代
表及び他の利害関係者との一連の協議を実施し，法規
及び政策面のレヴューを行い，169号条約の規定と既
存のネパール法との間のギャップを認知し，これを踏
まえて，169号条約の適用のための全国行動計画を立
てた。計画草案に関する全国協議会が，2008年11月に
開催され，認証を受けている59人の先住民の国民の
他，先住民の各代表も参加した。しかしながら，2009
年3月の時点で，未だこの計画は最終的な政府による
認証がなされていない。
ネパールにおける施行のための取組みは，政府の利
害関係者のすべてをハイレベルの特別委員会に結集し
たこと，及び，関連するすべての政府部門で169号条
約が統合的に運用されることを保障するために，既存
の立法や計画を総合的に見直し，改革することにおい
て，その調整の行き届いた面で特筆に値する。活動計
画の策定と課題の完遂ののちに，特別委員会自体は，
既に活動を終えているが，他の高次の調整機関によっ
て代替されることが期待されている18）。
（2）ボリビア：全国開発計画と政策横断的課題
ボリビアでは，歴史的に均質な国家の構築を目指し
て，先住民の人々の統合を国家の目標として進めてき
た。しかし，20世紀の後半以降，このような努力は実
を結ばず，先住民の人々は別個の存在であるというア
イデンティティーを維持していることが，次第に明ら
かになった。先住民の人々が別個の存在であるという
認識は，制度的な構造の中で提起された先住民の諸問
題を反映したものである。
最初に設立された機関はボリビア先住民協会であ
り，1940年代に既に創立されていたが，1990年代に
なって強力な先住民運動が発生するまでは殆ど無視さ
れたままの機関であった。1993年に，この機関は民
族，ジェンダー，世代などの問題を扱う全国的な協議
会に代替された。1994年に先住民問題及び先住民族担
当副大臣が置かれ，2000年には，農民問題及び先住民
族担当大臣に引き継がれた。この大臣の下に，先住民
問題担当副大臣が創設された。2003年，ボリビア政府
は，先住民問題及び先住民族担当大臣を置いた。
この過程を通じての最大の課題は，先住民と国家，
大きくは政府と社会との新たな関係を定義することに
あった。この文脈において，主要な問題の一つは，特
別な権利を持った別個の人々として，これまで政策や
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制度，機関の中で先住民の人々が認識されず，先住民
人口が見えないままになっていたことである。見えな
いままにしていた，いくつかの要因は，次の通りであ
る。
・既存の基準の施行が不十分であり，同じく，特定の
範囲内で憲法の中に先住民の権利を認める新たな基
準の策定が遅滞していること，
・政策の細分化，先住民の人々に関する部門ごとの計
画，
・部門ごとの政策や計画の中に先住民の権利を反映さ
せることが弱く，同じように貧困を克服し，ミレニ
アム発展目標を達成する計画の監視と評価を含む，
行政的規制と手続を欠いていたこと，
・保健や教育などの主要な行政記録から得られる定期
的な情報の収集のための制度を欠いていたことなど
が挙げられる。
これらの諸問題は，先住民の人々の権利を遂行する
ための適切な制度的な枠組みを整備する際に遭遇する
困難をも増大させる。続く制度もすべて，その限られ
た内容と政治的な影響，限られた財源とスタッフ，ス
タッフの無能，活動範囲の限定，限定的な成果によっ
て，特徴付けられていた。
2006年のボリビアにおける政権交代は，先住民の
人々に関する政策の劇的な変更を意味した。2006年か
ら2010年の全国開発計画では，先住民の人々に特に焦
点を当ててはいないが，この計画全体を通じて，政府
が行うすべての政策の土台として，政策横断的な課題
である先住民の人々の権利を含めている。
この計画は，国家の非植民地化を指向したものであ
り，政治の分野では抑圧され排除された人々の政治的
な慣行を受け入れ，経済の分野では都市の住民と同じ
く農民，遊牧民の経済を認めていくことを意味してい
る19）。
国の現行の制度的な構造は，先住民の人々の権利に
対する責任を伴った特別の機構を構想したものではな
い。政府は公式に次のように述べている。多くの先住
民人口を抱えるボリビアのような国では，単一の省庁
でこれらの権利を処理することは困難であり，国の機
構全体でこれを扱う必要がある。結果として，すべて
の政府の政策と計画は，先住民団体の完全な参加の下
で，憲法と法令で認められた先住民の人々の権利の実
現に貢献するものでなければならない。
この文脈の中で，政府は開発計画省，大統領府にお
いて，若干の特別な計画を優先させている。これは，
先住民の人々が，全国でも地方レベルにおいても，同
じく行政，立法，司法のそれぞれの場で，開発の戦
略，政策及び計画の中心になること目的としている。
中心的な努力の中には，全国的にも地方においても，
一般の国民が先住民の人々の権利に気づき，そのこと
に敏感になってもらうための活動が含まれている。農
村開発・農業・環境省は，先住民由来の土地（CLO）
に関する諸問題を扱う特別な土地・管轄担当副大臣を
置いた20）。
（3）エクアドル：開発協議会の構成と課題
エクアドルには，公式に認められた14の先住民族が
存在する。2006年末，国連先住民問題特別調査委員会
は，1998年のエクアドル憲法が，先住民の人々及びあ
らゆる領域の民族に対して特別の集団的な権利を認め
ているが，それでも，完全な権利の実現が困難である
ことから，今もなお，対応する二次的立法へのこれら
の権利の導入が必要であるという指摘を行っている。
さらに，以下の事柄についても調査委員会は言及し
ている。エクアドル政府は，先住民の人々が政府の政
策の実現に参加する機会を作る必要から，先住民の
人々の状況に対応するための多くの国家機関を設置し
ている。2007年のエクアドル先住民公的機関法は，エ
クアドルの国家と国民の発展に関する協議会の構成と
課題について規定している。この法律は，協議会に対
して公的な政策や戦略を持続的な発展とエクアドルの
先住民の人々の社会，経済，及び精神的な状況の改善
を促進する方向で明確にしていくことを義務付けてい
る。
この協議会は，二つの異なった執行委員会によって
運営される。すなわち，全国先住民委員会及び全国実
行委員会である。前者が先住民代表によって排他的に
構成されているのに対して，全国実行委員会は共和国
大統領府の代表も含めている。この代表は委員会の議
事を執行する21）。
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（4）フィリピン：独立の機構としての全国先住民委
員会
フィリピンでは，先住民は人口の15～20パーセント
を占めている。先住民の権利保護の法的枠組みは，
1997年の先住民権法（IPRA）によって構成されてい
る。同法に従って，全国先住民委員会（NCIP）が大
統領府の下に独立の機構として設置されている。
NCIP は，先住民の文化的な共同体及び先住民の
人々（ICC/IPs）の権利と福祉の促進と保護を進める
ための政策や計画，手順の作成と遂行，そして先住民
の先祖からの土地の認証，に関して責任を持つ最前線
の政府機関である（IPRA 38条）。NCIP は，ICCs/IPs
に属する7名の委員により構成されている。この委員
は，先住民の人々から提出された候補者推薦リストに
よりフィリピン大統領が任命することになっている。
さらに，先住民権利法（IPRA）16条は，国家が
ICCs/IPs に対し政策決定機関及び他の地方レベルの
立法審議会に，法令に基づく代表権を持つことを保障
している22）。
（5）ベネズエラ：新憲法と先住民基本法
ベネズエラは，およそ27の先住民集団の母国となっ
ている。1999年に採択された新憲法は，初めて先住民
の人々の権利を認めている。新憲法は，憲法制定会議
において草案が作られたが，この会議は131人の代議
員によって構成されて，そのうちの3名は排他的に先
住民の人々から選出されている。このことは，国家に
おける政治生活における，先住民の人々の政治参加の
重要な分岐点を構成している。先住民の人々の政治参
加の権利は，今日，憲法125条において尊重され，そ
の国会における代表権を政府が保障すべき義務を肯定
している。この関連において，2005年の先住民の人々
とその社会に関する基本法 Organic Act は，国会にお
いて少なくとも3名の代議員を先住民の人々の中から
選出することとしている。
基本法は，先住民の人々が独自の社会的，政治的組
織を維持し発展させる権利を認めている。この権利
は，彼らの慣習と伝統に基礎を置き，先住民の自治機
関の設置を認めるものである。先住民の自治機関は，
ここに含まれる種々の先住民グループの慣習法によっ
て統治される。さらに，基本法は特別な先住民の司法
についても認めている。基本法が認める先住民による
司法は，憲法の規定する人権と適合し，ベネズエラの
批准する国際協定と矛盾しない条件の下で，先住民の
領域の範囲内で合法的な伝統的権威の下で，行使され
ることになる。
憲法は，ベネズエラを民主的で多民族かつ多文化の
社会として規定し，先住民の言語をその先住民の人々
にとって公用語として認めている。ベネズエラ憲法
は，100条において異文化対応性 interculturality を尊
重しており，そこでは，先住民の人々の社会に対する
認識，文化，慣習，伝統，言語及び住居が含まれ，ま
た，時効の生じない奪うことのできない土地に対する
先住民の権利，及び，聖地の尊重，異文化対応性を踏
まえた教育，バイリンガルの教育などの先住民のアイ
デンティティに関する権利も尊重される。
ベネズエラ憲法119条の規定に従って，ベネズエラ
では，領土内に居住する35の先住民に対して，土地の
区分と標題付与の作業を始めた。同条は，先住民の社
会と人々が郷土の生活に参加し，文化を保存し，内輪
の事柄に対する自己決定を行えるよう保障するための
条件を定めている23）。
7．権利保護及び差別除去の取組みと政府の責務
日本における，先住民族に対する意識は弱く，環境
や人権を重視する世界の動きから大きく遅れている。
日本では，教育やメディアの場で，先住民族の存在を
知る機会がほとんどない。
2006年，国連人権委員会から任命された人種差別問
題の特別報告者ドゥドゥ・ディエン氏は，沖縄におけ
る圧倒的な米軍の駐留が人権，生命，女性，健康，土
地，環境に対する侵害を巻き起こしている状況は，日
米両政府による国際法に違反した差別的政策の結果だ
と報告している。
（1）人権と自己決定権
沖縄県選出の糸数慶子参議院議員は2014年9月22
日，ニューヨークの国連本部で開催された先住民族世
界会議に出席し，琉球民族の多くが反対する辺野古新
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基地建設の強行は，意思決定に参加するという先住民
族の権利への明白な侵害だと訴え，国連先住民族権利
宣言18条が規定する意思決定に参加する権利は，自己
決定権の行使の一形態であることを指摘した25）。
2015年5月，沖縄の米軍基地に関し，国連人権理事
会は，沖縄の人々の自己決定権や土地に対する権利，
環境権，女性の人権が侵害されているとして米国に対
しても，改善を勧告している。国連人権理事会の普遍
的定期的審査 UPR は4年半の頻度で全加盟国を審査
しており，日本に対する審査は過去2008年，12年に開
かれており，次回審査は17年までに行われることに
なっている。
沖縄県の翁長知事は，2015年9月21・22日，スイ
ス，ジュネーブの国連本部を訪ね人権理事会で演説し
た。沖縄の基地問題は，安全保障や政治の問題ではな
く，人権問題だという側面から次のように新基地建設
の阻止を訴えた26）。
沖縄の米軍基地は，第二次世界大戦後，米軍に強制
接収されて出来た基地であり，沖縄が自ら望んで土地
を提供したものではない。沖縄は日本国土の0.7 % の
面積しかないが，在日米軍専用施設の73.8 % が存在し
ている。戦後70年間，いまだ米軍基地から派生する事
件・事故や環境問題が県民生活に大きな影響を与え続
けている。このように沖縄の人々は自己決定権や人権
をないがしろにされている。自国民の自由，平等，人
権，民主主義，そういうものを守れない国が，どうし
て世界の国々とその価値を共有できるのか。日本政府
は，2014年，沖縄で行われたすべての選挙で示された
民意を一顧だにせず，美しい海を埋め立てて辺野古新
基地建設を強行しようとしている。
日本政府は「辺野古移設問題を人権理事会で取り上
げるのはなじまない」と批判したが，辺野古移設はこ
れまで沖縄県民の人権がないがしろにされてきた歴史
の結果として強行されようとしている。米軍統治時代
は婦女暴行事件や小学校へのジェット機墜落事故，ひ
き逃げ死亡事故などがあっても，犯人が米軍人ならば
無罪になる時を過ごした。本土復帰後も基地でダイオ
キシンなどによる環境汚染があっても，沖縄の調査権
は及ばない。米軍機の飛行も制限できず，自分たちの
運命を自分たちで決めることができずに来た27）。
知事は，人権理事会に先立って開かれた NGO 主催
のシンポジウムでも，沖縄が独自の言語と文化を持っ
た独立国だったことを説明し，1879年に日本に併合さ
れた琉球処分から沖縄の自己決定権がないがしろにさ
れてきた歴史を強調した。国連人権理事会での演説
で，国土面積の0.7 % の沖縄に在日米軍基地の73.8 %
が集中する現状は差別的で人権侵害に当たると訴え
た。問題の当事者である県民が拒否しても新基地建設
が進められる理不尽さを，国内の法制度が解決しない
とすれば，問題の構造を国内外に発信し，建設計画に
「世論」という圧力をかけて行くのが国連演説の狙い
であり，知事は出発前，演説を通して「日本の民主主
義にメッセージを送る」と語った。
（2）権利保護の沿革
「先住民族」の問題とは「歴史的正義の実現」の問
題でもある。歴史的には様々な「不正義」があり，そ
の不正義を昔のことだからと言って水に流してしまう
のではなく，過去のことであっても可能な限り，これ
と向き合い，真実を明らかにし，清算して行く意識的
な取り組みが「歴史的正義の実現」である28）。
a．琉球処分
琉米修好条約が1854年に締結されたことからも，沖
縄は独立した琉球王国だったと認識されていた。琉球
は1879年に国際法に違反する形で，軍事力を背景とし
て強制的に日本政府から併合された。近代国家である
大日本帝国は，英仏米と条約を締結していた独立国家
である琉球国を1879年に武力でもって強制的に併合し
た。その後，明治政府は公教育において琉球語を禁止
し，皇民化教育を行った。琉球・沖縄人は日本人に
とって皇民化，日本人への同化を要する人々だった。
従って琉球・沖縄人は，ILO169号条約が規定する先
住民族の適用範囲に該当する。琉球・沖縄人を先住民
族という権利行使の主体とすることで，過去の日本の
植民地主義政策を明らかにし，琉球併合がウィーン条
約法条約51条に違反するという指摘が可能となる29）。
ウィーン条約法条約は51条（国の代表者に対する強
制）において次のように規定している。
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第51条　条約に拘束されることについての国の同意
の表明は，当該国の代表者に対する行為又は脅迫によ
る強制の結果行われたものである場合には，いかなる
法的効果も有しない。
b．米国統治
第二次世界大戦末期，米国は沖縄に激しい攻撃を加
えた。米国はその後，沖縄を直接統治し，自己決定権
を含む沖縄の人々の人権を抑圧してきた。在沖縄米軍
基地の中には，先祖代々の墓や文化財，拝所などがあ
るが，米軍の許可がなければ入ることができない。そ
の土地の出身で他の場所での生活を余儀なくされてい
る人たちにとっては，先祖の足跡をたどることは容易
ではない。軍事基地問題は琉球・沖縄人のアイデン
ティティの根幹に関わる問題と言える。先住民族の土
地に関する問題は，「宣言」の条項で明文化されてい
る，土地開発や軍事活動の問題でもある。在沖縄米軍
基地建のための土地収用は，1950年代初頭に始まっ
た。それは「銃剣とブルドーザー」と称される強制的
な土地接収であった。これはハーグ陸戦法規への違反
も指摘されている。
2002年の第58回期の国連人権委員会に提出された年
次報告書（E/CN. 4/2002/97, paras. 39 and 40）で
は，次のような指摘がなされている。すなわち，先住
民族の生活は土地と密接に関係している。また，土地
の所有形態は，近代国民国家のような私有化されたも
のではなく，共同体に属してきたが，国家は土地区画
を行い，先住民族に対して私有化を押しつけている。
これにより，先住民族共同体を犠牲とし，その文化的
アイデンティティを傷つけてきた。土地問題は，先住
民族の領土と父祖の地という概念から引き離すことが
できない。先住民族には土地の権利が特に重要であ
る30）。
c．本土復帰
沖縄は1972年に日本に返還されたが，日米両政府は
沖縄に過剰な基地負担を押し付け続け，国土面積の
0.7 % に在日米軍基地の73.8 % が集中している。琉
球・沖縄人もまた，自己決定権を行使できない状況に
置かれている。それを象徴する事例は，1996年の代理
署名拒否の裁判の判決である。これは米軍用地の強制
使用手続きをめぐる代理署名の訴訟で，最高裁は駐留
軍用地特別措置法を合憲と認定する判決を下した。こ
の判決によって，日本国内において琉球・沖縄人が自
己決定権を行使できず，かつ問題を解決することが困
難であることが明らかになった。この状況において
は，先住民族の権利を国連で訴えることで，国内では
解決が困難となっている米軍基地問題において，新し
い解決の糸口を模索せざるを得ない31）。
（3）権利保護の根拠
国際法には，先住民の権利を定めた文書が二つあ
り，一つは ILO169号条約であり，もう一つが国連先
住民権利宣言である。
a．ILO 条約
ILO169号条約1条は，先住民族の定義の適用範囲を
次のように定めている。独立国における人々で，社会
的，文化的および経済的状態によりその国の共同社会
の他の人々と区別され，かつ，その地位が全てまたは
一部規制されている者（第1項 a）。独立国における人
民で，征服，植民地化または現在の国境が確定された
地域に居住していた住民の子孫である者（同項 b）。
先住民族としての自己認識が，この条約の規定が適用
される集団を決定するための根本的な基準とされる。
当該条項で重要な点は，「独立国家内でその国の共同
社会の人々とは異なる社会・文化的独自性を持ってい
る人々」「征服，植民地化（同化政策を施行）された
人々」「権利集団としての自己認識」である。
b．国際人権法
1945年に誕生した国際連合は，植民地解放という基
本理念を60年代から強化してきた。2007年に国連総会
で採択された「先住民族の権利に関する国際連合宣
言」（A/RES/61/295）の ILO169号条約との決定的な
違いは，「先住民族」が自己決定権を有する（第3条）
と明文化していることにある。1982年，国連として初
めて先住民族の問題を扱う「先住民族作業部会」が設
置され，そこで先住民族は，個人としてではなく集団
として，人権侵害と抑圧の問題を訴えてきた。宣言3
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条は以下の通りである。
第3条　先住民族は，自決の権利を有する。この権
利に基づき，先住民族は，その政治的地位を自由に決
定し，並びにその経済的，社会的及び文化的発展を自
由に追求する。
その背景には，先住民族自身が他の人々と違い，
「経済的，社会的及び文化的権利に関する国際規約」
（国際人権規約）1条で定められている自己決定権，す
なわち政治的，社会的，文化的，経済的発展を自由に
追求することが保障されない状況がある。これまでは
先住民族の同意なくダム建設や鉱山開発が行われると
いった事例も見られたが，この宣言が採択されたこと
で，今後は先住民族の同意がない限り，土地を開発す
ることはできないことになった。また，同宣言は開発
計画の意思決定段階において政府や行政機関に反対の
意思を表示する手段となる32）。国際人権規約1条は次
のように規定している。
第1条　1．すべての人民は，自決の権利を有する。
この権利に基づき，すべての人民は，その政治的地位
を自由に決定し並びにその経済的，社会的及び文化的
発展を自由に追求する。
2．すべて人民は，互恵の原則に基づく国際的経済
協力から生ずる義務及び国際法上の義務に違反しない
限り，自己のためにその天然の富及び資源を自由に処
分することができる。人民は，いかなる場合にも，そ
の生存のための手段を奪われることはない。
3．この規約の締約国（非自治地域及び信託統治地
域の施政の責任を有する国を含む。）は，国際連合憲
章の規定に従い，自決の権利が実現されることを促進
し及び自決の権利を尊重する。
先住民族には，他の少数民族とは異なる権利が保障
されている。それは土地へのアクセス権である。先住
民族の権利に関する国連宣言にも，土地に関する条項
が含まれている。具体的には，土地に対する精神的な
権利（第25条），土地等を開発する権利（第26条），土
地に対する権利についての手続き（第27条），土地等
の取得に対する補償（第28条），土地等に関わる環境
権（第29条），土地等における軍事活動の禁止（第30
条），先住民族の土地等の開発（第32条）である。具
体的な条文の内容は以下の通りである。
第25条　先住民族は，自己が伝統的に所有し，又は
その他の方法で占有し，若しくは使用してきた土地，
領域，水域，沿岸海域及びその他の資源との独自の精
神的関係を維持し，及び強化する権利並びにこの点に
ついて将来の世代に対する自己の責任を果たす権利を
有する。
第26条　1．先住民族は，自己が伝統的に所有し，
占有し，又はその他の方法で使用し，又は取得した土
地，領域及び資源に対する権利を有する。
2．先住民族は，自己の伝統的な所有，又はその他
の伝統的な占有若しくは使用に基づき保有する土地，
領域及び資源並びに自己がその他の方法で取得した土
地，領域及び資源を所有し，使用し，開発し，及び管
理する権利を有する。
3．国は，これらの土地，領域及び資源に対して法
的な承認及び保護を与えなければならない。この承認
は，当該先住民族の慣習，伝統及び土地保有制度に対
する十分な尊重をもって行わなければならない。
第27条　国は，関係する先住民族と協力して，伝統
的に所有し，又はその他の方法で占有し，若しくは使
用してきたものを含む，先住民族の土地，領域及び資
源に対する当該民族の権利を承認し及び決定するため
の，公正で，独立し，公平で，公開で，かつ透明性の
ある手続を，先住民族の法，伝統，慣習及び土地保有
制度に十分に留意しつつ，確立し，及び実施しなけれ
ばならない。先住民族は，この手続に参加する権利を
有する。
第28条　1．先住民族は，自己が伝統的に所有し，
又はその他の方法で占有若しくは使用してきた土地，
領域及び資源で，その自由で事前の及び事情を了知し
た上での同意なしに，没収され，占拠され，使用さ
れ，又は損害を受けたものについて，原状回復を含む
方法により，それが可能でない場合には正当で公平か
つ衡平な補償によって，救済を受ける権利を有する。
2．関係する民族が自由に別段の合意をしない限
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り，補償は，同等の質，規模及び法的地位を有する土
地，領域及び資源という形態，金銭的補償又はその他
の適当な救済の形態をとらなければならない。
第29条　1．先住民族は，環境並びに自己の土地又
は領域及び資源の生産力の保全及び保護に対する権利
を有する。国は，差別することなく，この保全及び保
護のために先住民族を支援する計画を立案し，及び実
施しなければならない。
2．国は，有害物質の貯蔵又は処分が，先住民族の
自由で事前の及び事情を了知した上での同意なしに，
その土地又は領域で行われないことを確保するため，
効果的な措置をとらなければならない。
3．国はまた，必要な場合には，先住民族の健康を
監視し，維持し，及び回復させるための計画であっ
て，有害物質の影響を受ける民族が策定し，実行する
ものが適切に実施されることを確保するため，効果的
な措置をとらなければならない。
第30条　1．関連する公共の利益によって正当化さ
れるとき又は関係する先住民族の自由な合意若しくは
その要請に基づくときでない限り，軍事活動は，先住
民族の土地又は領域で行われてはならない。
2．国は，先住民族の土地又は領域を軍事活動に使
用するに先立って，適当な手続により，及び特に民族
の代表機関を通じて，当該先住民族と効果的な協議を
行わなければならない。
第32条　1．先住民族は，その土地又は領域及びそ
の他の資源の開発又は使用のための優先順位及び戦略
を決定し，及び発展させる権利を有する。
2．国は，特に鉱物，水又はその他の資源の開発，
利用又は採掘に関連して，先住民族の土地又は領域及
びその他の資源に影響する計画を承認する前に，先住
民族の自由で事情を了知した上での同意を得るため，
その代表機関を通じて，当該先住民族と誠実に協議
し，及び協力しなければならない。
3．国は，このような活動に対する正当かつ公平な
救済のための効果的な仕組みを設けなければならず，
また，環境的，経済的，社会的，文化的又は精神的な
悪影響を軽減するため，適当な措置をとらなくてはな
らない。
c．国連勧告
国連は琉球人を先住民族と認め，琉球・沖縄への差
別を改善するよう勧告してきた。国連 NGO「琉球弧
の先住民族会」は，沖縄の住民は先住民族だとした上
で，米軍基地の過度の集中は差別だと主張し，自己決
定権回復を訴えてきた。国連人権機関（国連人権規約
の自由権委員会）は，①1879年以前の「琉球国」の法
的地位，②1879年の琉球国の廃止と「沖縄県」の設置
の法的評価，③「沖縄県」という制度を使った日本の
支配や差別，④以上の要件に結びついた現在の「沖縄
県」の差別状況，などを踏まえて，基本的に「琉球
国」の住民の子孫である琉球・沖縄人は，「先住民族」
と認識され，国際法の主体である人民の自己決定権を
持つとする訴えを受け，「琉球・沖縄人」を「先住民
族」と認定し，日本政府に新たな権利保障を行うよう
勧告している33）。
国連が，勧告を出すようになったのは，1999年に発
足した国連 NGO「琉球弧の先住民族会」が，国連人
権委員会などにメンバーを派遣し「先住民族」として
「琉球人の権利」を訴えて来たことが大きい。2001年
に社会権規約委員会は「沖縄の人々」を日本社会にお
ける「少数集団」として位置付け「法律上および事実
上の差別」をなくすために「必要な措置」を求めた。
2008年には，社会権規約委員会が，日本政府に対し琉
球・沖縄の人々を先住民族として明確に認め，文化遺
産や伝統の保護・保存，土地の権利を認めるよう勧告
している。
2014年7月には，自由権規約委員会が，また同年8月
には人種差別撤廃委員会が，琉球・沖縄人は先住民族
であるとして「権利の保護」を勧告している34）。沖縄
に関する主な国連勧告とその要旨は次の通りである。
2001年9月24日　社会権規約委員会
「部落の人々，沖縄の人々，先住性のあるアイヌの
人々を含む日本社会におけるすべての少数集団に対す
る，法律上および事実上の差別，特に雇用，住宅およ
び教育の分野における差別をなくすために，引き続き
必要な措置をとること。」
2008年10月30日　自由権規約委員会
「国内法によってアイヌの人々および琉球・沖縄の
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人々を先住民として明確に認め，彼らの文化遺産およ
び伝統的生活様式を保護し，保存し，促進し，彼らの
土地の権利を認めるべきだ。アイヌの人々，琉球・沖
縄の人々の児童が彼らの言語で，あるいは彼らの言語
および文化について教育を受ける適切な機会を提供
し，通常の教育課程にアイヌの人々および琉球・沖縄
の人々の文化や歴史を含めるべきだ。」
2010年4月6日　人種差別撤廃委員会
「ユネスコが沖縄の固有の民族性，歴史，文化，伝
統ならびにいくつかの琉球語を認めていることを強調
するとともに，委員会は，沖縄の特色に妥当な認識を
示そうとしない条約締約国（日本）の姿勢を遺憾に思
い，沖縄の人々が被る持続的な差別について懸念を表
明する。さらに委員会は，沖縄における軍事基地の不
均衡な集中は，住民の経済的，社会的および文化的権
利の享受に否定的な影響があるという現代的形式の差
別に関する特別報告者の分析を改めて表明する。委員
会は沖縄の住民の権利を促進し適切な保護施策や保護
政策を設けるために協議を持つことを締約国に勧告す
る。」
2014年8月20日　自由権規約委員会
「条約締約国（日本）は法制を改正し，アイヌおよ
び琉球・沖縄のコミュニティの伝統的な土地および天
然資源に対する権利を十分保障するためのさらなる措
置をとるべきであり，それは，影響を受ける政策につ
いて事前に情報を得た上で自由に関与する権利を尊重
しつつ行われるべきである。また，可能な限り，彼ら
の児童に対する彼等自身の言葉での教育を促進すべき
である。」
2014年9月26日　人種差別撤廃委員会
「委員会は，ユネスコによる独特な民族性，歴史，
文化および伝統の承認にもかかわらず，琉球・沖縄を
先住民族として承認しない締約国（日本）の立場を遺
憾に思う。委員会は，沖縄振興特別措置法および沖縄
振興計画に基づく，琉球に関しての措置に留意するも
のの，彼らの権利保護に関する琉球代表との協議のた
めに十分な措置が取られてこなかったことを懸念す
る。委員会は，締約国が，その立場を見直し，琉球を
先住民族として承認することを検討し，また彼らの権
利を保護するための具体的な措置をとることを勧告す
る。締約国が，琉球の権利の促進および保護に関連す
る問題について，琉球の代表との協議を強化すること
を勧告する。締約国が，琉球の言語を消滅の危険から
保護するために採用された措置の実施を加速させ，彼
ら自身の言語による琉球の人々の教育を促進し，学校
のカリキュラムにおいて用いられる教科書に彼らの歴
史や文化を含めることを勧告する。」
（4）構造的差別と政府の責務
国連人種差別撤廃委員会は，2010年3月9日，沖縄に
ついて踏み込んだ見解を採択している。「沖縄への米
軍基地の不均衡な集中は現代的な形での人種差別であ
り，沖縄の人々が被っている根強い差別に懸念を表明
する」と述べ，日本政府に対し，沖縄の人々の権利保
護・促進や差別監視のために，沖縄の代表者と幅広く
協議するよう求め，2012年には，米軍普天間飛行場の
名護市辺野古への移設や東村高江の米軍ヘリコプター
着陸帯（ヘリパッド）建設について「沖縄の人々を関
与させるための明確な措置が取られていない。」とし
て「懸念」を表明した。その上で，人権侵害問題の観
点から，計画の現状や地元住民の権利を守る具体策に
ついて説明を求める異例の質問状を日本政府に送って
いる35）。
日本政府は，1879年以前の「琉球国」の地位には言
及せず，同年の「琉球国」から「沖縄県」への変化も
評価しない。日本人としての自覚によって1972年の
「祖国復帰」がなされ，1945年の沖縄戦においても
「祖国」を守るために同じ日本人として戦った。だか
ら，日本政府の決定に従って，いかなる米軍基地も受
け入れるべきである，というのが本音と思われる36）。
国連は，2008年に沖縄の人々を「先住民」と公式に
認めた。翌年には，国連教育科学文化機関（UNE-
SCO）が，琉球・沖縄の民族性，歴史，文化について
固有性を指摘した。国連はこうした認識を基に，日本
政府に対し基地問題などの差別の改善や，沖縄の言
語，文化の保護を何度も勧告している。これに対して
日本政府は，沖縄の居住者，出身者は日本民族だとし
て，「先住民族」として認めず，勧告を無視し続けて
いる37）。
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a．不平等と差別の克服
国連からの働きかけを，日本政府は門前払いにして
きた。「沖縄県に居住する人あるいは沖縄県の出身者
は日本民族」なので，人種差別撤廃条約の「対象とは
ならない」。沖縄の人々は「社会通念上，日本民族と
は異なる生物学的または文化的諸特徴を共有している
人々であるとは考えられていない」というのが政府の
基本姿勢である。辺野古移設や高江のヘリパッド建設
についても沖縄差別の存在を否定し，沖縄の居住者・
出身者は「日本国民としての権利を全て等しく保障さ
れている」という主張を繰り返している。2014年8月
の人種差別撤廃委員会でも同様の答弁をしている。
沖縄では「構造的差別」「沖縄人（琉球人）差別」
などの言葉が広がっている。オスプレイの強行配備
や，辺野古での新基地建設など米軍基地問題を中心
に，日本政府や大多数の日本国民によって県民の民意
がことごとく無視されているとの認識が深まってい
る。
2014年8月20日，スイス・ジュネーブの国連人権高
等弁務官事務所で，国連人種差別撤廃委員会による日
本に対する初日の審査があり，開始前に行われた，委
員による非政府組織（NGO）への意見聴取では，県
選出の糸数慶子参議院議員が，辺野古の新基地建設を
即時中止させるよう訴えた。アイルランド出身のアナ
スタシア・クリックリー委員は，聴取終了後，糸数議
員に「基地が女性や子どもの人権を侵害しているとい
う訴えに共感した。」と激励の言葉を掛けた。
審査初日の20日，クリックリー委員は，琉球人の
「伝統的な土地，資源への権利を認め保障し，彼らに
関する政策策定，特に米軍基地問題については初期か
らの地元住民の参加が大切である。」ことを強調し
た。また，日本報告の分析担当者であるパキスタン出
身のアンワー・ケマル氏は「琉球の人たちが自らをど
う考え，定義付けているかも重要だ。地元の土地活用
に関わる問題は事前に地元住民と協議し，同意を得る
べきだ。」と述べている。
2014年8月21日，スイス・ジュネーブの国連人権高
等弁務官事務所で，国連人種差別撤廃委員会による日
本に対する審査の二日目の会議が開かれた。外務省総
合外交政策局審議官の河野章大使ら日本政府代表は，
初日に委員会から投げられた質問に答弁し「沖縄の
人々はもともと日本人だから先住民とは言えず，人種
差別撤廃条約の対象ではない」との発言を繰り返し
た。
18人いる委員の一人で中国出身のヨングアン・ファ
ン氏は「沖縄に先住民の存在を認めないのは，歴史に
対する正しい姿勢ではない。」と批判した。沖縄が琉
球王国時代に中国の明や清と長い間，深い関係にあ
り，今も中国に祖先を持つ人々が2万人以上いるとし
て「琉球諸島は1879年に日本によって併合され，沖縄
県が設置された。併合後，日本政府は同化政策の下，
住民の改名を進め，日本本土から沖縄への移民も促し
た。」ことを指摘し「地元の人たちの主張を取り入
れ，沖縄の人々，特に先住民の人たちの当然の権利保
護をお願いしたい。」と発言を締めくくった。これに
対し，日本政府代表は「沖縄の居住者，出身者は何人
も自己の文化を共有し，自己の宗教を信仰・実践し自
己の言語を使う権利は否定されていない。」と答弁
し，歴史認識への言及を避けた。
委員会は29日，「沖縄の人々の権利の促進や保護に
関し，沖縄の人々の代表と一層協議していくこと」と
する「最終見解」を出し，沖縄の民意を尊重するよう
日本政府に勧告した38）。
b．基本的権利の保護
琉球人が先住民族としての権利を主張することで，
国際法によりその集団的権利が保障され，国際的な支
援を得て植民地体制から脱却して，辺野古新基地建設
を完全に中止させることが可能になる。誰が，どのよ
うに先住民族を定義するのかということは，被植民者
による脱植民地主義化にとって大きな意味を持つ。先
住民族は，血や DNA によって定義されるのではな
く，歴史的政治的な規定（植民地主義の歴史や支配）
に基づいて資格を有する人々である。
アメリカ，カナダ，オーストラリア，ニュージーラ
ンドなどに住む先住民族は，自らの土地権を認めさ
せ，その金銭的補償，所有権回復等を実現させてき
た。世界の先住民族は国際法や国連を駆使し，宗主国
と粘り強く交渉して，土地の権利を回復してきた。日
本やアメリカの植民地化の中で琉球が受けてきた歴史
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的な不正義を正す具体的な方法が，先住民族の有する
土地の回復であり，「民族の自己決定権」を行使し，
立憲主義に基づく新たな政治的地位を確立することで
ある39）。
日米両政府は，軍事基地を建設する際に琉球・沖縄
人に対し事前の協議と同意を行わず，琉球・沖縄人は
その土地の開発に関して決定権を持っていない。他
方，日本人はその権利を行使できている。約80％の日
本人が安全保障条約を支持しているが，基地の受け入
れの話が来ると，それに反対し，かつ，政府はその意
向を受け入れている。このような対応の差は，日本に
とって沖縄が今でも植民地であり，それらの人々の人
権を尊重しなくとも決定できるという意識の現れとみ
られる。琉球・沖縄人が先住民族だと主張すること
で，自身のアイデンティティを確認するのと同時に，
琉球・沖縄人自身が土地の活用方法を決定できる40）。
結び
ILO169号条約の適用の障害となっている差異に基
づく結果の不平等に起因する差別と，統治の過程にお
ける不平等に起因する差別について，それらが歴史的
な過程を重ねた結果としての差別であることを認識し
た上で，差別の除去と基本的権利の保護を実現する具
体的施策の遂行にあたって政府が果たすべき責務につ
いて検討してきた。そこでは先住民・種族民と政府と
の間の協議と参加が重要視され，権利と機会の平等を
実現し，格差を克服するための取組みを推進する必要
性が強調される。ILO をはじめ国際機関は，国際法上
のツールを駆使して基本的権利の確認を求め，特別な
措置を設定し，その実施を促進しており，各国もこれ
に呼応して，具体的な取組みを進め，注目すべき成果
も報告されている。
本稿では，このような国際機関と各国の取組みを踏
まえて我が国の現状を検討してきたが，そこには著し
い落差が存在した。国際機関は，我が国の現状につい
て既に多くの懸念を示しており，様々な事象について
改善を求める勧告を行っている。差異に基づく結果の
不平等に起因する差別と，統治の過程における不平等
に起因する差別とが構造化しており，それらが普通の
こととして意識されない現実が多く存在する。この構
造化された差別を克服するためには，基本的権利の認
識と自己決定権の確立が肝要である。一方で，これに
対する政府の責務はほとんど認識されていない。
注
1）Indigenous and Tribal Peoples Right in Practice: A Guide to 
ILO Convention No.169,ILO 2009.
2）ibid. p.29.
3）Governing Body, 289th Session, March 2004, Representation 
under  ar t ic le  24 of  the  ILO  Const i tut ion ,  Mexico , 
GB.289/17/3: para.133.
4）Committee of Experts: general observation 2008, published 
2009.
5）UN Document A/HRC/9/9 2008: para. 50.
6）www.un.org/esa/socdev/unpfii
7）Indigenous and Tribal Peoples Right in Practice: A Guide to 
ILO Convention No.169,ILO 2009. p.32.
8）ibid. p.33.
9）琉球新報 2015年9月20日
10）http://www.ohchr.org
11）UN doc. CCPR/C/21/Rev.1/Add.
12）Indigenous and Tribal Peoples Right in Practice: A Guide 
to ILO Convention No.169,ILO 2009. p.36
13）Committee of exper ts ,  2004,  Obser vation ,  Mexico , 
published 2005.
14）Go v e r n i n g  Bod y ,  289t h  S e s s i o n ,  Ma r c h  2004, 
Representation under article 24 of the ILO Constitution, 
Mexico, GB.289/17/3.
15）Committee of Expert, 76th Session, 2005, Individual Direct 
Request, Bolivia, submitted 2006.
16）Committee of Experts, 77th Session, 2006, Observation, 
Guatemala, published 2007.
17）Committee of Experts, 77th Session, 2006, Observation, 
Agenda ,  published 2007;  79th Session ,  2008,  Agenda , 
published 2009, Governing Body representation, 2008, GB. 
303/19/7.
18）Program to Promote ILO Convention No.169, project 
reports Nepal, 2008-2009.
19）Plan Nacional de Desarrollo  de  Bolivia 2006-10.
20）Ramiro Molinas Bamios: Los Derechos de los Pueblos 
Indigenas en un Proceso de Cambio de la Naturaleza de la 
Nacion y del Estado, ILO, 2009.
108
21）R. Stavenhagen, Report of the mission to Ecuador, UN 
Doc. A/HRC/4/32/Add.2, 28 December 2006.
22）R.Stavenhagen, Report of the mission to the Philippines, 
UN Doc. E/CN.4/2003/90/Add.3,5 March 2003.
23）The Constitution of Venezuela: http://www.tsj.gov.ve/
legislacion/constitution 1999.htm;
　Ley Organica de Pueblos y Comunidades Indigenas:http://
www.asembleanacional.go.ve
24）新垣毅「道標を求めて」琉球新報2014年10月13日
25）新垣 同上
26）琉球新報 2015年9月20日
27）翁長雄志『戦う民意』角川書店（2015年12月）143-145頁
28）上村英明「歴史的正義の実現」琉球新報 2016年4月8日
29）大城尚子「ILO 条約と国連宣言」琉球新報 2016年4月4日
30）大城尚子「土地へのアクセス権」琉球新報 2016年4月5日
31）大城尚子「ILO 条約と国連宣言」琉球新報 2016年4月4日
32）大城　同上
33）上村　同上
34）琉球新報 2015年9月20日
35）新垣毅「道標を求めて」琉球新報2014年10月15日
36）上村　同上
37）新垣毅「道標を求めて」琉球新報2014年9月20日
38）新垣毅「道標を求めて」琉球新報2014年10月12日
39）松島泰勝「定義するのは誰か」琉球新報 2016年4月7日
40）大城尚子「土地へのアクセス権」琉球新報 2016年4月5日
